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現場説明事項・施工条件明示事項 

 

工 事 名  令和６年度 市道白骨 1 号線舗装工事 

工事場所  松本市安曇（白骨） 

 

工事の実施にあたっては、「長野県土木工事共通仕様書（建設部）（令和５年 10月 1 日適用）」（以

下、「共通仕様書」という。）、「長野県土木工事施工管理基準（建設部）（令和５年 10 月１日適用）」

（以下、「施工管理基準」という。）、「土木工事現場必携（令和４年１０月版 長野県）」、「工事請負

契約設計変更ガイドライン（令和２年４月適用 松本市）及びその他指定された図書の記載事項、か

つ以下の事項について施工条件とする。 

 

１ 工事内容 

⑴ 工事概要 

閲覧設計書のとおり 

⑵ コスト縮減 

   常に意識を持ってコスト縮減に取り組むこと。 

 

２ 工期関係 

⑴  工期 

契約日から令和７年１月３１日までとする。 

 ⑵  竣工検査 

計画的に工事を行い、工期内検査に努めること。 

  

３ 工事工程関係 

⑴  現場の制約・条件 

施工期間及び施工方法等について、監督員から指示があった場合には協議に応じること。 

制約事項 位置等 制約条件・内容 

通行規制 施工区間全て う回路がないため、片側交互通行での施工を想定している。

事前に関係者と打合せの上、施工すること。 

自然公園法 

 中部山岳国立公

園第2種特別地域 

施工区間全て 国立公園特別地域内であるため、緑地内への不要な立ち入り

は行わないこと。現場事務所等を設置する場合は景観に配慮

すること。 

⑵  地元・関係機関との協議 

   着工前に以下の協議を地元住民及び関係機関と行い、必要な届出の提出を行うこと。 

関係機関等 協議事項 内容 時期 

白骨温泉旅館組合 工事説明 施工時期、車両交通規制、歩

行者交通規制 

現場着手前 

⑶ 近接・競合工事 

本工事に近接ないし競合して以下の工事が予定されているため、受注者間相互の連絡調整を密
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にして、その内容を監督職員に報告し施工すること。 

 

 

発注者 工事内容等 備考 

松本市 

アルプスリゾート整備

本部 

令和６年度 白骨温泉冠水

渓遊歩道整備工事 

（歩道橋整備ほか） 

 

 

４ 施工計画 

⑴ 施工計画書 

  ア 共通仕様書に基づき、設計図書及び現場条件等を考慮し、速やかに提出すること。 

  イ 施工計画書の作成にあたっては、「土木工事現場必携」を参考とすること。 

  ウ 工事内容に重要な変更が生じた場合（変更指示時点または変更契約時点）は、「変更施工計

画 

書」（当初施工計画書を朱書き修正）を当該工事着手前に提出すること。 

⑵ 施工体制に関する事項 

  ア 受注者は、適切な施工体制を確保し、下請負人を含む工事全体を把握して運営を行うこと。 

特に社会保険への加入については、建設業の人材確保において重要な事項であることを踏まえ、 

自社はもとより、一次下請業者について加入状況の確認を行うこと。 

イ 「請負代金内訳書」は、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示した 

ものを提出すること。 

ウ 受注者は、下請金額に関らず全ての工事について、建設業法に定める「施工体制台帳」とそ 

れに係る書類及び「施工体系図」を作成し、工事期間中、工事現場に備え付けるとともに、写 

しを監督職員に提出すること。 

  エ 施工体制の適正な確保に関して作成する書類は、施工計画書に添付することとするが、別途

提出も可とする。 

⑶ 施工体制に係る提出書類等 

ア 「下請負人等一覧表」 

イ 「施工体制台帳」、「施工体系図」（「再下請通知書」含む。下請契約の請負代金の総額 

にかかわらず作成） 

ウ 下請負契約書、再下請け契約書の「写し」（下請契約の請負代金の総額にかかわらず作成） 

  注）施工体制台帳作成対象としての下請負人の判断 

 

№ 

 

事 例 

 

施工体制台帳記載の有無 

下請負人に関する事項、再下請通知

書、下請契約書写、施工体系図を含

む 

主任（監理）技術者の配置

の有無 

１ 
交通誘導警備員 

 

台帳記載不要 

契約書写しを添付 

技術者の配置不要。ただ

し指定路線は資格者必要 

２ 産業廃棄物処理業者 台帳記載不要 技術者の配置不要 
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（収集運搬業・処分業） 契約書写しを添付 

 
 

ﾀﾞﾝﾌﾟ運搬（１人親方の 

ﾀﾞﾝﾌﾟ運転手） 

 

①個人事業主として建設会社と契約し

た場合、台帳記載 

 

 

技術者の配置不要 

 

３ ②建設会社に車持ちで勤務し、建設会

社と雇用関係にある場合は台帳記載不

要 

４ 

１日で完了する請負契約、

少額な作業・雑工・労務の

み単価契約の請負契約 

業者間の契約が建設工事である場合は

請負契約のため台帳記載 

 

建設業の許可を必要とす

る場合もしくは有する場

合は技術者の配置が必要 

５ 

ｸﾚｰﾝ作業、ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

打設等、日々の単価契約

で行っている場合 

日々の単価契約であっても請負契約に

該当するため、台帳記載を必要とする

。 

建設業の許可を必要とす

る場合もしくは有する場

合は技術者の配置が必要 

６ 

ｸﾚｰﾝ等の重機ｵﾍﾟﾚｰﾀを機

械と一緒にﾘｰｽ会社から借

り上げる場合 

台帳に記載する 

 

 

建設業の許可を必要とす

る場合もしくは有する場

合は技術者の配置が必要 

⑷ 関係機関への届出等 

  ア 労働基準監督署への「建設工事計画届」、「機械等設置変更届」 

  イ 公安委員会への「道路使用許可申請」 

  ウ その他必要と認めるもの 

 

５ 用地・補償・支障物関係 

⑴ 工事用借地 

  ア 借地等は原形復旧を原則とし、所有者及び管理者等と立会いの上、借地期間内に返還するこ

と。 

  イ 借地等の復旧箇所は、着手前の状況を写真や測量成果で記録するとともに、境界杭や構造物 

の移転は引照点を設けるなど適切な管理を行い、地権者等の立会いで了解を得たうえで着工 

すること。 

⑵ 工事支障物件等（地下埋設物・地上物件等） 

ア 本工事区間の支障となる物件がある場合には、支障物件の位置について管理者立会いのもと、 

施工前に確認を行い施工すること。 

  イ 起工測量及び施工時に、上記以外又は立会い結果と異なる支障物が確認された場合は、速や

かに監督職員に報告し、状況によっては管理者立会いのもと試掘調査を実施し、処置方法等に

ついて協議すること。 

 

６ 周辺環境保全関係 

⑴ 環境への配慮 

  当工事は「環境配慮指針」の適用工事とする。 

外来植物の侵入を防止するため、工事用車両等を他現場と併用する場合は入山前に洗浄を実施

する等の措置を行うこと。自然公園法における第２種特別地域内であることを十分考慮し、周辺

環境への影響を最小限に抑えるよう配慮すること。 
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⑵ 周辺環境への配慮 

ア 建設機械は、排出ガス対策型建設機械の使用を原則とする。（別紙－１） 

イ 周辺の環境を十分に考慮し、振動・騒音、水田や畑への排水の流出、沈下や陥没等については、公 

害防止対策を事前に十分検討すると共に、問題が生じた場合は速やかに対処すること。また、問題が 

生ずるおそれがある場合には速やかに監督職員に報告し、対応について協議すること。 

⑶ 道路への配慮 

現場からコンクリート殻、各種資材等を搬出する際には、運搬車両等の付着物を確実に除去し

てから道路を通行すること。また、道路が本工事による原因で破損及び汚れた場合は、受注者の

責任において処理すること。 

⑷ 過積載の防止 

  ア 県が定める過積載防止対策に沿って必ず対策を行うこと。 

イ 取引業者から購入する各種材料（生コン・アスファルト・骨材等）や下請業者についても過 

積載防止対策の範囲とする。 

ウ 過積載防止対策について、「施工計画書」の施工方法に具体的に記載すること。 

エ 工事現場において過積載車両等が確認された場合、速やかに改善を行うとともに発注者にそ

の内容を報告すること。 

  オ 実施した過積載防止対策については、点検記録・写真等を整理・保管し、監督職員等に求め 

られた場合は提示すること。また、竣工検査時には必ず提示すること。 

 ⑸ 排水への対応 

   本工事施工に伴う排水については、関係法令を遵守し、自然環境等へ悪影響を及ぼす事のない 

よう適正に処理し、特に指示のある場合を除き近傍の河川、水路、側溝等に排水する。また、排

水先の水路等は、常に適正な維持管理を行い、従前の機能を損なわないようにすること。 

 ⑹ 第三者災害への対応 

  ア 住宅近接地域での騒音・振動等及び水田や畑への排水の流出等については、公害防止対策を 

事前に十分検討するとともに、問題が生じた場合は、速やかに対処すること。 

 イ 住宅近接地域であるため、工事現場からの出入り、作業時は、周囲を十分確認するとともに、

問題が生じた場合は、速やかに対処すること。 

  ウ 掘削工事は、周囲の構造物及び地表への影響が出ないよう掘削量等の施工管理を適切に行 

い、沈下や陥没等が生じた場合は、公衆災害防止処置を直ちに講じるとともに速やかに監督職 

員に報告し、その後の対応にあたること。 

  

７ 安全対策関係 

⑴ 安全教育・研修・訓練 

ア 工事現場では、共通仕様書に基づき、労働災害及び公衆災害防止に努めるとともに、全作業 

員を対象に定期的に安全教育・研修及び訓練を行うこと。 

イ 安全教育等は、工事期間中、月 1回（半日）以上を実施し、この結果を工事日誌へ記録する 

 ほか、工事写真等に整理・保管し、監督職員等に求められた場合は、提示すること。また、竣 

工検査時に提出すること。 

⑵ 交通管理 
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  ア 交通誘導警備員 

   (ｱ) 本工事における交通誘導警備員の数量は、閲覧設計書に記載のとおりである。 

   (ｲ) 交通管理計画書を作成し、施工計画書に添付すること 

   (ｳ) 近接工事等で交通量が著しく増減した場合や、道路管理者及び警察署等からの要請又は

現場条件に変更が生じた場合及び、当初設計で予定している施工方法に対して違う施工

方法となった場合を除き、原則として設計変更の対象としない。 

   (ｴ) 受注者が交通誘導業務を他人に委託する場合は、受託者は警備業法第 4 条の規定により 

公安委員会から警備業の認定を受けたものであること。受注者が交通誘導業務自社社員を 

あてる場合には、事前に監督職員と協議すること。 

  イ 交通安全施設 

  (ｱ) 仮設ヤード周囲は、単管等でパネルフェンス等を固定し、公衆の安全対策を講じること。 

  (ｲ) 車道部分に接し、車両等の飛び込みの恐れのある場合は、ガードレール、視線誘導板、

回転灯等を設置するとともに、特に夜間の安全対策に配慮すること。 

  ウ 交通規制 

    規制箇所は袋小路にならないよう計画し、規制期間を極力短縮すること。また、行事等の時

期を把握して地元の希望に沿う規制方法とすること。 

 ⑶ 架空線等上空施設一般 

  ア 工事現場における架空線等上空施設について、施工に先立ち、現地調査を実施し、種類、位

置（場所、高さ等）及び管理者を確認すること。 

イ 建設機械等のブーム等により接触・切断の可能性があると考えられる場合は、必要に応じて

以下の保安措置を行うこと。実施内容について施工計画書に記載すること。 

 (ｱ) 架空線上空施設への防護カバーの設置。 

 (ｲ) 工事現場の出入り口等における高さ制限措置の設置 

 (ｳ) 架空線等上空施設の位置を明示する看板等の設置 

 (ｴ) 建設機械のブーム等の旋回・立入禁止区域等の設定 

ウ 前項(ｱ)の設置を架空線等管理者に依頼し、費用が生じる場合は、あらかじめ監督員等に現

場状況等の確認を請求すること。確認の結果、必要と認められる場合は、設計変更の対象とす

る。 

 ⑷ 冬期間の安全確保（12 月 1日から翌年 3月 31 日） 

ア 上記期間に施工となる現場においては、施工区間及び通行規制区間の除融雪を行うこと。 

イ 本工事箇所が松本市の除融雪路線である場合は、松本市建設部維持課及び当該除融雪業者 

と調整を図り、調整結果を監督職員に報告すること。 

８ 仮設工関係 

⑴  任意仮設 

発注者が想定している任意仮設がある場合には、閲覧設計書、参考図に示している。 

受注者は、明示された条件に基づき、自主的に工法を選定し、構造設計等必要な検討を行い施 

工するものとする。なお、明示した条件と現場が一致しない場合や明示されていない条件につい

て予期することができない特別な状態が生じた場合において、必要と認められるときには、変更

の対象とする。 
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⑵ 仮設工設置・撤去 

仮設工は撤去を原則とする。なお、現場条件により周囲の構造物等に影響を与えると認められ

ることが判明した場合は、撤去方法について協議をすること。 

   受注者に起因する工期延長等に伴う仮設材の費用は、原則として設計変更しない。 

また、本工事の足場については、原則として「労働安全衛生規則の一部を改正する省令（平成 

21 年 3 月 2 日付け厚生労働省令第 23 号）」による、手すり先行工法を採用するものとする。  

（参考）「手すり先行工法に関するガイドライン」 

http://www.jaish.gr.jp/horei/hor1-50/hor1-50-15-1-3.pdf 

 ⑶ 工事用道路 

ア 公道及び私道を工事用道路として使用する場合は、交通整理及び安全管理を十分に行い、事 

故や苦情の原因とならないようにすること。また、使用中に道路及び付属施設を破損した時 

は、受注者の責任において速やかに原形復旧すること。 

  イ 着工前の道路状況写真を必ず撮影しておくこと。 

 

９ 使用材料関係 

⑴ 材料の承認 

工事で使用する材料は、｢材料承認願｣により承認を受けなければならない。 

⑵ 生コンクリート 

ア  使用材料の品質管理のため、事前に配合計画書を提出し、承認を受けること。 

イ 水セメント比について明記のない場合は、下記のとおりとする。 

＜鉄筋コンクリート＞ W/C=55%以下 

＜無筋コンクリート＞ W/C=60%以下 

⑶ アスファルトコンクリート 

ア 基準密度等の品質管理のために、事前に配合報告書を提出し、承認を受けること。 

イ 明記のない材料については、「再生加熱アスファルト混合物の利用基準」によるものとし、

事前に使用材料の承認を受けなければならない。 

ウ 再生加熱アスファルト混合物は、舗装再生便覧の規定に適合したリサイクル材配合率 50％

以下とし、含有率(％、重量比)を記載した「再生加熱アスファルト混合物材料承認申請 提出

表」を提出すること。 

 ⑷ クラッシャーラン 

ア 明記のない材料については、「再生砕石等の利用基準」によるものとし、事前に使用材料の承認を

受けなければならない。 

イ 再路盤材に使用する再生砕石（RC-40）は、舗装再生便覧の規定に適合したもので、所要の品

質を得るため必要に応じて加える補足材は、必要最小限度とし、含有率(％、重量比)を記載し

た「再生砕石等材料承認申請提出表」を事前に提出し、承認を受けること。 

 

１０ 発生土・廃棄物・再生資源関係 

  共通仕様書に規定した再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理に基づき、建設副産物の

適正な処理及び再生資源の活用を図ること。 
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⑴ 建設副産物の処理に関する事項 

 ア 本工事は建設リサイクル法の対象工事であり、契約締結前に法第 12 条第 1 項の規定に基づ

き、発注者に対し説明書の提出をもって事前説明を行うこと。（請負代金額 500 万円以上） 

 イ 本工事において生じる建設発生土及び産業廃棄物の処分は、下記の条件を想定して処分費

及び運搬費を計上している。 

  ウ 建設副産物処理費は、施設ごとの処理費と運搬費の合計が最も経済的な処理施設を選定し

ている。また、受注者においても、建設リサイクル法第 5条の趣旨に準じ建設副産物の再資源

化等に要する費用を低減するよう努めること。 

  エ 建設資材廃棄物は、建設リサイクル法第 9条に基づき、その種類ごとに分別すること。 

 ⑵ 建設発生土に関する事項  

   

 

 

ア 

処分先を変更したい場合は、監督職員と協議すること。また、契約期間中に発注者から処分先

の変更を指定された場合には、協議に応じること。 

イ 受注者の都合による処分先の変更については、原則として設計変更の対象とはしない。 

ウ 土量の検収は、写真や伝票、領収書、運搬記録等により検収、処分量を確認できるよう適切

に管理すること。 

⑶ 特定建設資材に関する事項（建設リサイクル法） 

ア 受注者は発注者から「通知書」の「写し」を受け取ること。 

イ 受注者は下請負がある場合、下請負業者に対し、「通知書」の「写し」を添付して「告知書」 

にて告知すること。 

ウ 受注者は、再資源化等の完了時に、発注者に対し「再資源化等報告書」にて竣工時に報告す

ること。 

エ 処理場名は、積算上の条件であり、処理場を指定するものではない。 

オ 受注者の都合による処分先の変更については、原則として設計変更の対象とはしない。 

  カ 現場条件や数量の変更等、受注者の責によるものではない場合は、変更の対象とする。 

  キ 排出する対象物が設計寸法と異なる場合は、発注者と協議すること。その際、寸法等を確認 

できる資料を提出すること。 

⑷ 現場発生品の処理 

搬出 
処分方

法 
搬出先の名称及び所在地 備考 

なし    

種別 処理場名 備考 

アスファルト・コンクリート塊 
清水口建設 切削 As 

上條丸田組 掘削 As 

セメント・ 

コンクリート塊 

無筋 ― ― 

鉄筋 清水口建設 ― 

二次製品 ― ― 

建設資材木材 ― ― 
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ア 処理場名は、積算上の条件であり、処理場を指定するものではない。 

イ 受注者の都合による処分先の変更については、原則として設計変更の対象とはしない。 

⑸ 建設副産物の処理 

ア 建設副産物を産業廃棄物として運搬・処分業者に委託する場合は、廃棄物処理法に基づく委 

託基準に従い、書面による委託契約を締結すること。 

イ 廃棄物の運搬・処分を業とする「許可証」を確認し、その「写し」を委託契約書に添付する   

こと。 

ウ 下請業者が産業廃棄物の運搬・処分を行う場合でも、下請契約とは別に委託契約を締結する 

こと。 

エ 「マニフェスト（産業廃棄物管理票）」により適切に運搬・処分されているか確認を行うと 

ともに、廃棄物種類ごとの集計表を竣工書類に添付すること。 

オ 受注者は、施工計画書に以下の事項を記載する。 

 処理方法 １再資源化 ２破砕処理 ３焼却処理 ４埋立処分 ５その他 

処分先 

（処理業者） 

業者名 

住所 

 

運搬委託先 

（委託の場合） 

業者名 

住所 

 

その他 
資源化の 

方法など 

 

⑹ 施工計画書提出時に必要な書類等 

ア 処理先の許可証の写し及び収集運搬業者の許可証の写し（収集運搬を委託する場合） 

イ 受注者と処理又は運搬業者との契約書の写し（施工体制台帳に添付する） 

ウ 処理業者の所在地及び計画運搬ルート 

エ 下請けがある場合は、告知書の写し 

⑺ 再生資源の利用促進 

   工事目的物に要求される機能を確保し、再生資源の利用に努めること。また再資源化施設活用

を図ることにより、再生資源の利用を促進すること。 

⑻ 再生資源利用等実施書の提出 

 ア 「再生資源利用〔促進〕計画書（実施書）」の作成が必要な工事は、各省令に定める一定規

模以上の工事とし、下表のとおりとする。 

再生資源利用計画書（実施書） 再生資源利用促進計画書（実施書） 

 次のいずれか 1 つでも満たす建設資材を

搬入する工事 

１ 土砂・・・・・・・・・500 ㎥以上 

２ 砕石・・・・・・・・・500ｔ以上 

３ 加熱ｱｽﾌｧﾙﾄ混合物・・・200ｔ以上 

 

次のいずれか 1 つでも満たす指定副産物

を搬出する工事 

１ 土砂・・・・・・・・・500 ㎥以上 

２ コンクリート塊 

 ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊  合計 200ｔ以上 

 建設発生木材 

種別 処理場名 備考 

その他（     ） ― ― 
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（省令） 

建設業に属する事業を行う者の再生資源

の利用に関する判断の基準となるべき事項

を定める省令 

 

（省令） 

建設業に属する事業を行う者の指定副産物

に係る再生資源の利用の促進に関する判断

の基準となるべき事項を定める省令 

 イ 上記に該当する工事は、「再生資源利用計画書」・「再生資源利用促進計画書」を提出するこ

と（施工計画書提出時）。また、受注者は法令等に基づき、再生資源利用促進計画を工事現場

の公衆が見やすい場所に掲げなければならない。 

ウ 上記に該当する工事は、再生資源化報告書に「再生資源利用実施書」・「再生資源利用促進実

施書」を添付し提出すること。（竣工時） 

エ 提出様式は、原則としてＣＯＢＲＩＳ（建設副産物情報交換システム、通称コブリス）を利

用し作成すること。これによりがたい場合は監督職員との協議により、「建設リサイクル報

告様式（EXCEL）国交省 HP よりダウンロード」によることも可とする。 

 ⑼ 処分量の確認 

   建設副産物の処分量を確認するため、発注者から請求書、伝票等の提示を求められた場合は応 

じなければならない。 

 

１１ 品質・技術管理関係 

⑴ 建設資材の品質記録 

発注者が指定した土木構造物の建設材料については、建設資材の品質記録を作成し、工事完了 

時に提出すること。 

⑵ コリンズへの登録 

  ア 請負代金額 500 万円以上の工事について、工事実績情報サービス（CORINS・一般財団法人日 

本建設情報総合センター）を活用し、工事カルテを作成し、監督職員の確認を受けた後、直ち 

に登録を行い、発行された「登録内容確認書」を監督職員に提示すること。 

  イ 受注時登録は契約後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10日以内とする。 

  ウ 完成時登録は工事完成後、土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内とする。 

  エ 登録内容の変更は、変更があった日から土曜日、日曜日、祝日等を除き 10 日以内とする。 

  オ 訂正時は適宜登録をする。 

  カ 技術者の従事期間は、実工事期間をもって登録するものとする。（余裕期間を含まないこと 

   に留意すること。） 

  キ 上記以外は共通仕様書を参照 

 ⑶ 建設資材の試験 

   コンクリート圧縮試験及び鉄筋引張試験等は、原則として公益財団法人長野県建設技術セン

ター試験所にて行うこと。 

 また、コンクリートの供試体には、受注者の主任技術者又はコンクリート担当技術者がサイン 

した供試体確認版を入れること。なお、供試体確認版は、「ＱＣ版」と「品質証明シール」から 

選択できるものとする。 

⑷ コンクリートの品質管理 
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ア コンクリート担当技術者の配置 

  (ｱ) 使用総量が 50 ㎥以上のコンクリート工事においては、コンクリート担当技術者を配置

し、施工計画書に明示すること。 

(ｲ) 同技術者は、主任技術者及び監理技術者との兼務を可とする。また、現場代理人が主任

技術者の資格を有する場合は兼務を可とする。 

イ 責任分界点からの品質管理 

   受注者は、責任分界点から先のすべての品質管理に責任を負うものであり、品質管理のため 

の試験等を生コン会社に委託する場合は、その全てに立ち会うこと。 

  ウ コンクリート品質管理基準 

    コンクリートの品質管理は、施工管理基準によるものとする。 

 エ レディーミクストコンクリート納入書 

  (ｱ) レディーミクストコンクリート納入書は、竣工書類として提出すること。 

(ｲ) レディーミクストコンクリート納入書には、荷卸し地点到着時間及び打設完了時間を記

入すること。 

  オ コンクリートの養生 

    発熱等によるひび割れ防止のため、共通仕様書の規定に従い、散水養生等を適切に行うこ

と。 

  カ 管理図または度数表・ヒストグラム 

    出来形及び品質管理について、管理図又は度数表・ヒストグラムを作成し、竣工書類に添付 

すること。 

 

１２ 注意事項 

   共通仕様書に定める工事しゅん工書類に関する簡素化できるものについては、「工事関係書類 

一覧表（平成 30年 10 月版 長野県）」によることとする。 

 

１３ 創意工夫・社会性に関する実施状況の提出について 

   受注者は、工事施工において、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目、又は地域社 

会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完了時までに所定の様式（別紙－ 

３）により提出することができる。 

 

１４ 工事現場の環境改善について 

⑴ 目的 

   工事現場の現場環境改善は、地域との積極的なコミュニケーションを図りつつ、そこで働く関 

係者の意識を高めるとともに、関係者の作業環境を整えることにより、公共事業の円滑な執行に 

資することを目的とするものである。よって、受注者は施工に際し、この趣旨を理解し、発注者 

と協力しつつ地域との連携を図り、適正に工事を実施するものとする。 

 ⑵ 現場環境改善の実施内容について 

ア 現場環境改善費が率計上されている場合は、「現場環境改善費実施計画表」（別紙－４）を施 

工計画書に添付し、監督職員の承認を得ること。 
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  イ 決定する際は、「現場環境改善費実施計画表」の「実施する内容」の中から、原則として各 

計上項目（仮設備関係、営繕関係、安全関係及び地域連携）ごとに１内容ずつ（いずれか 1 費 

目のみ 2内容）合計 5つの内容を選択することとする。 

  ウ 現場環境改善費が上記アの他に積上計上されている場合は、監督職員の指示に従い実施の

こと。 

  エ 監督職員は、施工期間中、実施状況の確認を行う。 

 ⑶ 工事完了時には、現場環境改善の実施写真を提出するものとする。 

⑷ 現場環境改善費で実施した 5 項目については、創意工夫・社会性に関する実施内容で評価の 

対象としない。 

 

１５ 特記仕様書 

特記仕様書は、共通仕様書を補足し、工事の施工に関する明細、又は工事に固有する技術的要 

求を定めるものである。その他、現場の条件に伴う独自固有の指摘条件がある場合は、特記仕様 

書（別紙－５）に記載するものとする。 

 

１６ その他 

⑴ 各種調査・試験への協力 

   共通仕様書に基づき、発注者が自ら又は発注者が指定する第３者が行う下記の調査・試験等に 

対して、受注者は協力すること。 

ア 公共事業労務費調査 

イ 諸経費動向調査 

ウ 施工合理化調査（歩掛実態調査） 

エ 施工形態動向調査 

⑵ 構造改善 

建設現場における福祉の改善や労働時間の短縮、または建設産業への理解を深める事業の実施

などの構造改善対策にも配慮すること。 

⑶ 暴力団等（暴力団、暴力団関係企業など、不当介入を行う全ての者をいう。）からの不当要求

または工事妨害（以下「不当介入」という。）の排除 

 ア 暴力団等から不当介入を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、所轄の警察署に届

けること。 

イ 暴力団等からの不当介入による被害を受けた場合は、その旨を直ちに発注者に報告し、被害 

届を速やかに所轄の警察署に届けること。 

ウ 不当介入を排除するため、発注者及び所轄警察署と協力すること。 

エ 不当介入により工期の延長が生じる場合は、約款の規定により発注者に工期延長等の要請を 

行うこと。 

 ⑷ 遵守事項   「指導事項」（別紙－２）を遵守すること。 
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（別紙－１） 

排出ガス対策型建設機械の原則使用について 

 

本工事において以下に示す建設機械を使用する場合は、「排出ガス対策型建設機械指定要領（平成

３年１０月８日付建設省経機発第２４９号）」に基づき指定された排出ガス対策型建設機械を使用す

るものとする。排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は、平成７年度建設技術評価制度募集課

題「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」、またはこれと同等の開発目標で実施された民間開発建設

技術の技術審査・証明事業、あるいはこれと同等の開発目標で実施された建設技術審査証明事業によ

り評価された排出ガス浄化装置を装着することで、排出ガス対策型建設機械と同等とみなす。ただ

し、これにより難い場合は、監督職員と協議するものとする。 

排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場合、現場代

理人は施工現場において、使用する建設機械の写真撮影を行い、監督職員に提出するものとする。 

 

排出ガス対策型建設機械を原則使用とする機種 

機       種 備       考 

一般工事用建設機械 

・バックホウ 

・トラクタショベル（車輪式） 

・ブルドーザ 

・発動発電機（可搬式） 

・空気圧縮機（可搬式） 

・油圧ユニット 

（以下に示す基礎工事用機械のうち、ベースマシー

ンとは別に、独立したディーゼルエンジン駆動の油

圧ユニットを搭載しているもの； 

油圧ハンマ、バイブロハンマ、油圧式鋼管圧入・引

抜機、油圧式杭圧入引抜機、アースオーガ、オール

ケーシング掘削機、リバースサーキュレーションド

リル、アースドリル、地下連続壁施工機、全回転型

オールケーシング掘削機） 

・ロードローラ、タイヤローラ、振動ローラ 

・ホイールクレーン 

 

ディーゼルエンジン（エンジン出力７．５

kw 以上２６０kw以下）を搭載した建設機

械に限る。 
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（別紙－２） 

指導事項 

 

１ 建設産業における生産システムの合理化指針の遵守等について 

  工事の適正かつ円滑な施工を確保するため、「建設産業における生産システムの合理化指針」に 

おいて明確にされている総合・専門工事業者の役割に応じた責任を的確に果たすとともに、適正な 

契約の締結、適正な施工体制の確立、建設労働者の雇用条件等の改善等に努めること。 

 

２ 建設工事の適正な施工の確保について 

 ⑴ 建設業法（昭和 24 年 5 月 24 日法律第 100 号）及び公共工事の入札契約の促進に関する法律 

（平成 12年 11 月 27 日法律第 127 号）に違反する一括下請負その他不適切な形態の下請契約を 

締結しないこと。 

⑵ 建設業法第 26 条の規定により、受注者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の主任

技術者または専任の監理技術者については、適切な資格、技術力等を有する者（工事現場に常駐

して、専らその職務に従事する者で、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるものに限る。）

を配置すること。 

 ⑶ 受注者が工事現場ごとに設置しなければならない専任の監理技術者のうち当該建設工事に係 

る建設業が指定建設業である場合の監理技術者は、建設業法第 15条第 2号イに該当する者又は 

同号ハの規定により建設大臣が同号イに掲げる者と同等以上の能力を有するものと認定した者 

で、監理技術者証の交付を受けている者を配置すること。この場合において、監理技術者の写し 

を契約時に提出する。また発注者から請求があったときは、資格者証を提示すること。 

 ⑷ 上記のほか、建設業法等に抵触する行為は行わないこと。 

 

３ 労働福祉の改善等について 

  建設労働者の確保を図ること並びに労働災害の防止、適正な賃金の確保、退職金制度及び各種保 

険制度への加入等労働福祉の改善に努めること。 

 

４ 建設業退職金共済制度について 

 ⑴ 建設業者は、自ら雇用する建退共制度の対象労働者に係る共済証紙を購入し、当該労働者の共

済手帳に共済証紙を貼付すること。 

  ⑵ 建設業者が下請契約を締結する際は、下請業者に対して、建退共制度の趣旨を説明し下請業者

が雇用する建退共制度の対象労働者に係る共済証紙をあわせて購入して現物により交付するこ

と、又は建退共制度の掛金相当額を下請代金中に算入することにより、下請業者の建退共制度へ

の加入並びに共済証紙の購入及び貼付を促進すべきこと。 

 ⑶ 請負代金の額が 800 万円以上の建設工事の請負契約を締結したときは、建設業者は、建退共

制度の発注者用掛金収納書（以下「収納書」という。）を工事締結後１ヶ月以内に発注者に提出

すること。なお、工事契約締結当初は工場制作の段階であるため建退共制度の対象労働者を雇用

しないこと等の理由により、期限内に当該工事に係る収納書を提出できない事情がある場合に

おいては、あらかじめその理由及び共済証紙の購入予定時期を書面により申し出ること。 
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  ⑷ 建設業者は、上記ウの申し出を行った場合、請負代金額の増額変更があった場合等において、

共済証紙を追加購入したときは、当該共済証紙に係る収納書を工事完成時までに提出すること。

なお、ウの申し出を行った場合又は請負代金額の増額変更があった場合において、共済証紙を追

加購入しなかったときは、その理由を書面により申し出ること。 

 ⑸ 共済証紙の購入状況を把握するため必要があると認めるときは、共済証紙の受払い簿その他

関係資料の提出を求めることがあること。 

  ⑹ 建退共制度に加入せず、又は共済証紙の購入若しくは貼付が不十分な建設業者については、指

名等において考慮することがあること。 

  ⑺ 下請業者の規模が小さく、建退共制度に関する事務処理能力が十分でない場合には、元請業者

に建退共制度への加入手続き、共済証紙の共済手帳への貼付等の事務の処理を委託する方法も

あるので、元請業者においてできる限り下請業者の事務の受託に努めること。 

 

５ ダンプトラック等による過積載、不正改造等の防止について 

⑴ 積載重量制限を超過して工事用資材を積み込まず、また積み込ませないこと。 

⑵ 過積載、不正改造等を行っている資材納入業者から、資材を購入しないこと。 

⑶ 資材等の過積載を防止するため、建設発生土の処理及び骨材等の購入等にあたっては、下請 

事業者及び骨材等納入業者の利益を不当に害することのないようにすること。 

⑷ さし枠装着車、物品積載装置、リヤバンパー等を不正改造したダンプカー及び不表示車等に 

土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。並びに工事現場に出入りすることのないよう 

にすること。 

⑸ 過積載車両、さし枠装着車、リヤバンパーの切断・取り外し改造車、不表示車等から土砂等の 

引き渡しを受ける等、過積載、不正改造等を助長することのないようにすること。 

⑹ 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、リヤバンパーの切断・ 

取り外し改造車、不表示車等を土砂等運搬に使用している場合は、早急に不正状態を解消する 

措置を講ずること。 

⑺ 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」第 12 条に規定 

する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進すること。 

⑻ 下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するにあたっては、交通安全に関する配慮に欠け

る者又は業務に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除す

ること。 

⑼ 以上のことにつき、下請契約における受注者を指導すること。 

⑽ 上記の対策について、施工計画書に具体的に記載すること。 
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（別紙－３） 

創意工夫・社会性に関する実施状況 

工事名 令和○○年度 ○○      工事 請負者名 ○○建設 

項 目 評価内容 番号 実施内容（説明資料の実施内容を複写） 

□創意工夫 □施工  （例） 

・災害等での臨機の処置 

・施工状況（条件）の変化に対応した

自発的提案 

・ＩＣＴ活用工事の取組み 

・測量・位置出し 

・施工に伴う機械、器具、工具、装置

類の工夫 

・二次製品、代替製品の利用の工夫 

・施工方法の工夫 

・施工環境の改善 

・仮設計画の工夫 

・施工管理の工夫 

・写真管理の工夫 

・その他 

□品質  （例） 

・使用材料、施工方法、品質確保の工

夫 

・集計ソフトの活用 

・その他 

□安全衛生 

（※） 

 （例） 

・安全施設･仮設備の配慮･工夫 

・安全教育･講習会･パトロールの工夫 

・作業環境の改善 

・交通事故防止･被害軽減対策･交通確

保の工夫 

・その他 

□その他  （例） 

・リサイクル推進 

・生産性向上の取組み 

・その他 
項目数 

    項目 

□社会性等 

（地域社会や住

民に対する貢

献） 

□地域への貢献 

（週休2日に対す

る取組みを含む

） 

（※） 

 （例） 

・週休2日実現の取組みの工夫 

・地域の自然環境保全 

・作業現場の周辺地域との調和 

・地域住民とのコミュニケーション 

・ボランティア活動への積極的な参加 

・その他 

 

項目数 

    項目 

 

実施状況の提出は、創意工夫、社会性等それぞれ７項目を上限とする。 

 

※ 現場環境改善費で実施した５項目については評価しない。 
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創意工夫・社会性等に関する実施状況  説明資料 

工事名  番号  

項 目  評価内容  

実施内容  

（説 明） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（添付図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○作成にあたっての注意事項 

本実施状況の提出は、創意工夫、社会性それぞれ７項目を上限とする。 

【別添様式】について 

１．該当する項目に□に、レ点マーク記入。 

２．該当項目以外にも評価できる内容がある場合には、その他として項目を設けるものとする。 

３．具体的内容の説明として、写真・ポンチ絵等を説明資料に整理。 

４．提案内容１件毎に番号を付し、説明資料の右上に対応する番号を記入する。 

「説明資料」については、簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする。 
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（別紙－５） 

特 記 仕 様 書 

 

明示事項 明示内容及び制約条件等 

施工管理全般 １ 施工管理計画 

施工方法及び出来形管理項目については、施工計画書に明記し、監督

職員の承諾を得ること。 

 

２ 施工数量の確認 

施工数量が確認できるよう、写真、検測、材料計測等により記録する

こと。 

また、使用材料について、設計及び施工前後の数量を対比できるよう

記録・整理すること。 

 

３ 工事写真 

 通常の写真整理に加え、各工種の着工前と竣工後写真を提出するこ

と。 

施工前と施工後の状態がわかるように整理すること。 

 

４ 段階確認 

  施工計画書に監督職員段階確認の予定を記載すること。 

その他 １ 週休２日工事について 

  本工事は、松本市週休２日工事実施要綱第３条第３項に該当するた

め、週休２日工事の対象外とする。 

 


